
佐賀県
F i l e  N o. 04

面　積 2,441 ㎢
人　口 781,872人
県の花 クスの花
県の木 クス
県の鳥 カササギ

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 4,260 1,769 366

不登校（人） 785 1,395 550

2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 960 892 781 692 711
採用予定者数 372 356 368 365 362

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数

▼︎�受験者数等推移

求める教員像

教育に対する使命感・情熱
豊かな人間性
実践的な指導力
粘り強く取り組むたくましさ

出願期間 公開日　３月27日（木）　　電子申請　４月10日（木）～５月７日（水）17：00

試験日程

１次試験
　試験日　６月15日（日）　　合格発表日　７月４日（金）
２次試験
　試験日　７月26日（土）～29日（火）　　合格発表日　９月５日（金）

年齢制限 昭和41年４月２日以降に生まれた者

募集教科
［小］　［中］国語，社会，数学，理科，英語，音楽，美術，保健体育，技術，家庭　［高］国語，地理歴史（日
本史，世界史，地理），公民，数学，理科（物理，化学，生物），英語，保健体育，情報，芸術（音楽，美術，書道），
家庭，農業（農業），工業（機械，電気，建築，土木，セラミック），商業　［特］（小）（中）（高）　［養］

特記事項

■特別選考　●さがUJIターン特別選考　次の①又は②の対象者は，１次は書類選考，２次は個人面接を別日
程で実施。①現職教員　県外の［小・中］［高］工業（セラミック以外），情報の正規現職教員。②民間企業等職員
県外の民間企業等で規定の勤務実績がある者。●小学校特別選考（英語・算数・理科・特別支援教育）　１次に
特別選考筆記試験を追加。本特別選考の不合格者は一般選考の選考対象とし，２次に加点。●さが離島特別選
考　［小・中・養］において実施。選考方法等は一般選考と同様。●障害者特別選考　１次の教職・一般を免除。
必要に応じて他の試験の一部を免除又は内容を変更。●社会人特別選考　［中］英語，技術，［高］工業（セラミ
ック以外），情報志願者で，規定の要件を満たす者は，１次の教職・一般を免除。●スポーツ・芸術特別選考　１
次は書類選考，２次は個人面接を別日程で実施。本特別選考の不合格者が一般選考も受験する場合は，１次を
免除。●特別支援学校特別選考　［特（中・高）］数学，理科，音楽，美術，家庭，［特（中）］技術対象。●英語スペ
シャリスト特別選考　［中・高］英語志願者で，規定の要件を満たす者は，１次を免除。■第１次試験の免除　①

［小］志願者で，前年度１次の合格者。②［小・中］志願者で，規定の教員勤務経験を有する者，又は大学等から
推薦を受け書類選考で合格した者。③前年度３年生チャレンジ受験の合格者■一般・教職教養試験の免除　
①前年度１次合格者。②受験する試験区分・教科の専修免許状を有する者。③公立の現職正規教諭等。④本県
の学校に講師等として規定の勤務経験を有する者。⑤民間企業等で規定の勤務経験がある者。⑥公立の正規教
員として3年以上の勤務経験を有する者。

新規情報

■３年生受験　小中高特養対象。■秋試験　一般，現職教員，社会人対象。■初任給　大卒257,192円，
修士修了274,456円。他に義務教育等教員特別手当，へき地手当，住居手当等が支給される。■初任者研
修　研修の内容を工夫，精選して実施。■臨時的任用教員の研修　あり。■へき地／離島勤務　義務では
ない。■就職氷河期世代　年齢制限の撤廃，他業種経験者に対する試験の一部を免除。■懲戒処分の指針
策定し，HPで公開。■部活指導の地域移行　実情に応じた部活動改革に取り組んでいる。
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　〈教職教養〉のうち，教育原理は特別支援教育，

人権教育等から構成されている。このうち，特別支

援教育は幅広い領域から出題されており，今年度は

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識

者会議 報告」（2021年）と，発達障害者支援法第2

条の2（基本理念）が出題された。人権教育では佐

賀県の「全ての佐賀県民が一人一人の人権を共に認

め合い，支え合う社会づくりを進める条例」（2023

年）が出題されている。

　生徒指導では，「生徒指導提要」（2022年）が頻

出であり，今年度は「第1章 生徒指導の基礎」から

自己指導能力の理解を問う問題が出題された。

　教育法規では地方公務員法と学校教育法，学校保

健安全法が必出である。今年度，地方公務員法から

は第30条と第33条が，学校教育法から第20条が，

学校保健安全法からは第20条と第29条が，それぞ

れ出題された。また，頻出の憲法（第15条）や教

育基本法（第3条）も出題された。これらのほか，

いじめ防止対策推進法や教育職員等による児童生徒

性暴力等の防止等に関する法律，こどもの貧困の解

消に向けた対策の推進に関する法律，学校教育法施

行規則等も出題されている。頻出条文のキーワード

を押さえることが重要である。

　教育心理ではさまざまな領域から出題されてい

る。今年度は発達（輻輳説）や学習（バンデューラ）

のほか，マズロー，ピグマリオン効果，自律訓練法

の理解を問う問題がみられた。重要な人物・理論を

正確に理解しておきたい。

　教育史では，西洋教育史からルソーとペスタロッ

チ，ブルーナーに関する問題が出題された。また，

日本教育史から森有礼等を問う問題もみられた。

　〈一般教養〉のうち，人文科学では例年，国語

（同音異義語）と英語（英文法・構文等）を中心と

した出題となっており，今年度も同じような傾向で

あった。社会科学ではおおむね例年通り，時事（ご

当地問題等）を中心とした出題であった。自然科学

では，数学を中心とした出題となっており，今年度

も同様の出題となった。

▶幅広い領域から出題される特別支援教育
▶教育法規は地方公務員法と学校教育法，学校保健安全法
▶一般時事ではご当地事情と絡めた問題が必出

＊「地域」には「教育原理」も含まれる。

一般教養
全16問

教職教養
全34問

環境

1家庭

1
音楽

1

数学

2
地域

2

教育法規

14教育史

5

教育心理

5

地域

2

教育原理

5

生徒指導

3

社会

1 理科
（化地）

2一般時事

2

国語

3
英語

1

自治体別試験DATA＆分析
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